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政策研究論文

都市鉄道における運賃システムの改善に関する研究
－通算運賃の検討－

東京圏の都市鉄道は世界でも有数の利便性を誇る鉄道である．しかし，運賃は事業者ごとに設定され，乗
継ぐ際には事業者別に計算した運賃を合算した併算運賃となり，シームレスなものとはなっていない．事業
者ごとに初乗り運賃がかかるため割高となり，遠回りといった非効率な交通行動の一因となっている．本研
究では割高な併算運賃を解消するため，現状を考慮し，よりシームレスな鉄道運賃を検討した．具体的には
①現状分析から併算運賃の問題点を明らかにした．②この問題に対する国内外の取り組みを調査した．
③改善案を作成しその効果を評価した．2事業者のケースでは採算性を確保しつつ，社会的厚生を増大でき
ることを試算により明らかにした．
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業者ごとに計算せずに通しで計算する共通運賃とすること

が望ましいだろう．しかし，東京圏の鉄道事業者は独立採

算で運営されており，運賃は総括原価に基づいて決められ，

適正とされる運賃水準は事業者により異なるため運賃を

共通化することは難しい．また事業者同士のある程度の競

争も存在し，各社が総括原価の範囲内で自由な裁量に基

づき戦略的に運賃を設定しており共通運賃はなじまない．

本研究では，割高な併算運賃を解消するためより実現

可能性が高いと考えられる通算運賃による運賃システム改

善案を作成し，提案することを目的としている．以下，2．で

乗継運賃の現状を分析し，問題点を明らかにする．3．で従

来の研究について述べる．4．ではこれまでの併算運賃へ

の国内外の取り組みを調査し，整理する．5．では解決策を

比較検討し，本研究における改善案を作成する． 6．では

前章で作成した改善案について数値計算による試算を行

い，その効果を評価する．特に，利用者数，便益，遠回りと

いった非効率な利用の増減の観点から評価する． 

2──乗継運賃の現状

2.1  乗継運賃とは 

鉄道の普通旅客運賃の設定方法は，主に均一制，

ゾーン制，距離制の3つに区分される（図―1）．均一制は

乗車距離に関係なく均一の運賃とする方法である．ゾーン

1──はじめに

東京圏の都市鉄道は，充実した路線網や高頻度運転に

より，世界有数の利便性を有している．また，多くの路線で

民間事業者による効率性を意識した運営がなされ，多くが

事業体として採算の確保ができている点も世界に誇るべ

き点である．一方で，事業者間の乗継の部分は課題となる．

事業者をまたぐ場合であっても，事業者の違いに影響され

ないシームレスなサービスが必要であろう．ハード面では

早い段階から相互直通運転を行うなど世界的に見ても画

期的な取り組みがなされてきた．しかしながら，ソフト面で

は運賃は事業者ごとに計算され，乗り継ぐ際には事業者別

に計算した運賃を合算する併算運賃となるため割高であ

る．これは利用者に大きな負担を強いており，以前から問

題となっている．古くは昭和31年の都市交通審議会で取り

上げられ，以後もたびたび審議会等で取り上げられ長年に

わたり問題提起されてきた．しかしながらこれらの解決は

難しく，一部では併算額から定額を割り引く併算割引によ

る乗継割引が実施されているが，割高な併算運賃の解消

には至っていない．

割高な併算運賃は利用者の負担となっているだけでな

く，交通行動にも影響を与えている．都市鉄道の運賃が乗

り継ぐ場合でも乗車距離に応じて高くなるようなものに

なっていれば，多くの利用者は容易に距離の短い経路を

選択できるだろう．しかし，最短ルートの運賃が併算となり

割高となるケースが多く存在し，利用者の一部が併算とな

らない遠回りなルートを選択するといった非効率な交通行

動が発生している．

割高な併算運賃を解消し，歪みのない運賃制度を実現

するには，関係する事業者で運賃表を共通化し，運賃も事

普通旅客運賃
の主な類型

均一制

ゾーン制

距離制 対キロ制

対キロ区間制

■図—1　普通旅客運賃の主な類型
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制は都市内をいくつかのゾーンに区切り，乗車してから下

車するまでに通過するゾーンの数などで運賃を決める方式

である．距離制は，乗車距離に応じて運賃を決めるもので

あり，対キロ制と対キロ区間制がある．対キロ制はキロ当た

り賃率を設定し，賃率に乗車距離を乗じて運賃を算出する

方法である．対キロ区間制は距離に応じて運賃が決まる

が，距離帯ごとに運賃を決め，階段状に距離に応じて運賃

が増加していく運賃表で運賃を算出する方式である．

本研究では，都市鉄道における2つ以上の事業者間にま

たがる利用を連絡乗車と呼び，その際の運賃を乗継運賃

と定義する．乗継運賃の計算方法には，併算運賃，通算運

賃，共通運賃の3つがある（図―2）．併算運賃とは，利用し

た事業者ごとに運賃を別々に計算し，合算するものである．

併算運賃では，利用した事業者ごとに初乗り運賃がかかる

ことになる．ほとんどの鉄道会社では乗車距離が長くなる

ほど運賃の上がり方が小さくなる遠距離逓減制を採用して

いる．併算運賃ではこの遠距離逓減も事業者ごとになるた

め，連絡乗車を含む場合は含まない場合に比べて逓減さ

れにくくなる．この初乗り運賃と遠距離逓減の観点から，

併算運賃は連絡乗車がない場合に比べて相当割高にな

る．通算運賃とは，利用したすべての事業者の乗車距離を

合算し，総乗車距離で運賃を算出するものである．事業者

ごとに賃率や運賃表が異なる場合には，重みづけ等の計

算上の工夫がなされる．この場合の初乗り運賃は1回と

なる．

異なる事業者間で運賃表を共通にし，運賃を算出するも

のを共通運賃という．ゾーン制の場合や距離制の場合があ

るが，共通の運賃表を使用し総移動距離で運賃を計算す

るため，事業者が変わっても運賃計算に影響せず，初乗り

運賃は1回のみとなる．

日本では現在，併算運賃が使われている．連絡乗車時

にICカードや切符は通しで利用できるが，運賃は上記の理

由から割高となる（図―3）．

2.2  連絡利用者の現状

乗継運賃が適用される連絡乗車の利用者数を見てみ

る．平成22年の大都市交通センサスのデータを集計する

と，首都圏の定期券による鉄道利用者のうち連絡乗車と

なる利用者は全体の6割近くを占めており，決して少なくな

いことがわかる（図―4）．

次に，2駅間の鉄道による移動について経路別に旅客数

を集計した．特に連絡乗車を含む経路と連絡乗車を含ま

ない経路があり，前者の方が乗車距離は短いにもかかわら

ず併算運賃により運賃が高くなっている箇所を取り上げて

いる．運賃は経路選択の1つの理由にすぎないが，特に定

期券以外の利用者では所要時間が長く，連絡乗車を含ま

ない割安なルートがより多く選択されていることを複数の

箇所で確認した（図―5）．運賃の高さが経路選択に影響

し，遠回りという非効率な利用となっていることが想定さ

れる．また逆に，連絡乗車の有無による運賃差が大きくな

い場合には所要時間の短い連絡乗車となる経路が多く選

択されていることも観察された．なおこのような例は，特定

の地域や事業者において生じるものではなく，都市鉄道

ネットワーク上で乗継運賃となっている様 な々箇所で観察

されるものと考えられる．

乗継運賃 併算運賃

通算運賃

共通運賃
■図—2　乗継運賃の主な類型
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■図—3　日本の乗継運賃（併算運賃）
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■図—4　定期利用者に占める連絡旅客の割合（首都圏）

注：連絡乗車（事業者をまたぐ乗継）を集計
出典：平成22年大都市交通センサスより集計

例：押上＝（茅場町～原木中山）間の乗車
（参考）押上＝東陽町間の運賃

連絡乗車あり  都営浅草線経由 290円 9.6km
連絡乗車なし  東京メトロ半蔵門線経由 230円 13.1km
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■図—5　経路分担状況の例

出典： 平成22年大都市交通センサスデータより集計 
運賃は2014年3月現在のもの
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3──従来の研究概要

公共交通の併算運賃については，国内外で以前より課

題と認識されており，多数の研究の蓄積がある．

20世紀後半，ヨーロッパを中心に運賃の共通化などの施

策が採られてきた．各々の都市における施策の前後におけ

る利用者数の変化などを分析した研究1）－9）や各都市の取

り組みを整理した研究10）が従来から存在する．しかし，こ

れらの研究では施策による公共交通利用者数の増加のみ

に着目しており，利用者の経路選択に及ぼす効果や利用

者の便益への影響については分析されておらず，施策の詳

細な効果について評価できていない．

日本においても，割高な乗継運賃に対する問題認識や

海外の動きを受けて，共通運賃11）－13）の適用案や併算割引

による乗継運賃の平準化案14）－16）を検討し，数値計算によ

り評価を行った研究が存在する．例えば，秋山ら11）や運輸

経済研究センター12）は，共通運賃制度を取り上げ，望まし

い共通運賃案の策定を行っている．しかし，これらの研究

では運賃案適用による効果（利用者数，便益，利用経路

の変化）の分析は行われていない．

金子13）は，共通運賃を東京圏に適用した場合の効果に

ついて，需要予測モデルを用いて，利用者の利用行動の変

化を考慮し，事業者の収支や利用者の便益の計算を行い，

効果の分析を行っている．理論的には，共通運賃へのラム

ゼイルールの適用について検討を行った研究17）や共通運

賃による利用者と事業者の厚生の改善と利用者行動の歪

みの除去について分析した研究18）がある．しかしこれらの

研究では，共通運賃を取り上げており，現在の東京圏に適

用することは難しい．本研究ではより可能性が高いと考え

られる通算運賃による改善案について，利用者数，便益，

経路選択における遠回りで非効率な利用の減少の観点か

ら評価している．

また．公共交通が複数の事業者によって運営されてい

る場合には事業者の意欲を引き出し，効率的で良いサービ

スを提供するため，乗継運賃の事業者への配分方法の検

討は重要である．しかし筆者が知る限り配分方法の海外

の事例を紹介したもの19）はあるものの，比較研究した事例

は見あたらない．本研究では配分方法の比較検討と提案

を行っている．

高速道路では実際にゾーン制から距離制へ料金システ

ムの変更を行っており，料金体系の変更前後のデータを使

用し，社会的余剰の変化を分析した実証的な研究20）があ

る．本研究では鉄道運賃における料金体系の変化による

社会的余剰への影響を推計する．

4── 乗継運賃のシームレス化に向けた取り組み

事例調査

4.1  日本における取り組み

以前より割高な併算運賃は課題と認識されてきたが，有

効な解決策が講じられずにきた．

昭和31年には都市交通審議会第1号答申において通算

運賃の採用が答申されたが，実現には至らなかった．その

後，昭和35年に都営浅草線が開業し，東京の地下鉄は2社

体制（現在の東京メトロ線と都営地下鉄線）となった．翌年

（昭和36年）から2社間の割高な併算運賃を軽減するため

連絡割引普通運賃が実施された21）．これは併算運賃から

定額の割引を行う併算割引によるものである．

昭和40年代になり私鉄や国鉄と地下鉄との相互直通運

転が始まり，割高な併算運賃の問題がより顕在化してきた．

そのため，他の事業者でも併算割引の取り組みがなされる

ようになった．昭和59年には大手民鉄と地下鉄の間で本

格的に併算割引による乗継割引運賃制度が導入された．

これは2事業者をまたぐ連絡乗車となる利用者に対し，双

方の事業者の利用区間が初乗り運賃区間であることを条

件に，一事業者につき10円割引されるもので，普通券を購

入する利用者に適用される．利用者の利便性の向上のため

に導入され，乗車距離が短いほど合算による割高感が高

いこと，負担における旅客間公平性の確保の点からこの

適用条件となった22）．以後この制度は現在まで続いて

いる．

また東京の地下鉄を運営する2社（東京メトロ線と都営

地下鉄線）の間では初乗り運賃区間に限らず併算割引が

適用され，割引額も徐々に拡大され，70円となり現在に至っ

ている．また，2010年～2011年にかけて国と東京都，東京

メトロが参加し，東京の地下鉄の一元化等に関する協議会

が開催され，運賃における乗換負担軽減策についても議

論された23）．

このほかにも東京圏の鉄道事業者では複数社にまたが

る併算割引やフリーパス等を発売するなどの取り組みがな

されている．

しかし，数十円の併算割引では，利用者の負担感は一

部緩和されるものの，百数十円となる乗継時の初乗り運賃

分に比べて小さいものである．平成12年の運輸政策審議

会第18号答申においても乗継併算運賃の改善について記

載されたが，抜本的な取り組みには至っていない．

4.2  海外における取り組み

海外でも併算運賃の弊害から様 な々取り組みがなされて

いる．主に共通運賃と通算運賃の2つの取り組みがある．
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4.2.1  共通運賃

ドイツのハンブルグでは1950年代に公共交通の利用者

の減少が深刻になった．その理由の一つとして，都市の公

共交通が複数の事業者によって運営されていることによる

路線設定，運賃設定，ダイヤなどの面における事業者間の

連携の悪さが指摘された．当時のハンブルグにはハンブル

グ高架鉄道株式会社（バス，地下鉄，トラム），連邦鉄道

（近郊電車，バス）のほか，3つの鉄道会社，3つのバス会社

などがあった．そこで1965年に交通事業者によるハンブル

グ運輸連合が結成され，1967年には共通運賃制度が導入

された19）．これはゾーン方式による共通運賃制度である．

これによって，割高な併算運賃は解消された．この後，

ゾーン方式による共通運賃制度は内容に多少の違いはあ

るものの，ヨーロッパの都市を中心に広がっていった．

4.2.2  通算運賃

（1）オランダ

オランダでは，都市ごとに通算運賃が導入されている．

1970年代後半，オランダでもモータリゼーションが進展し

た．公共交通の魅力を向上させるため，ゾーン制の共通運

賃が導入された．その後，1990年代後半に乗車券のICカー

ド化が検討された．それ以前は事務作業量などの問題か

ら難しかったが，ICカード化により，より細やかな運賃設定

も可能になった．そこでゾーン制よりも乗車距離に対してよ

り公平で，個々の事業者の経営効率性を考えた運賃設定

ができるよう通算運賃が採用され，2005年より順次導入さ

れた24）．ICカード化は確実な運賃収受や旅客需要把握の面

でも利点があった．現在この運賃制度はオランダ全土に展

開されていて，アムステルダム市営交通会社，connexxion 

busなど15近くの事業者が参加している．

オランダの通算運賃は初乗り運賃（basic fare）とキロメー

トル運賃（kilometre fare）から構成される．初乗り運賃は

定額で乗車時に一律にかかるものであり，オランダ国内共

通の金額になっている．キロメートル運賃は乗車距離に賃

率を乗じて算出するものであり，乗車距離に応じて高くな

る．同一都市内で35分以内に乗り継ぐ場合には，乗り継ぎ

先では再度の初乗り運賃はかからずキロメートル運賃のみ

が加算される．キロメートル料金の賃率は事業者により異

なっている．賃率は乗車距離に応じて変化しないため，キロ

メートル運賃は乗車距離に比例し，遠距離逓減はない．通

算運賃によって，複数事業者の利用となっても割高な併算

運賃が解消し，シームレスな運賃システムを実現している．

（2）シンガポール

シンガポールでは割高な併算運賃による利用者の経路選

択への影響をなくすために，2010年に通算運賃「Distance 

Fares」を導入し，併算運賃を解消している．

公共交通の運営主体にはSBST社とSMRT社の2社があ

り，両社とも鉄道とバスを運行している．また運賃は鉄道・

バスともに対距離区間制となっている．しかし，鉄道では

路線により運賃表が異なっており，バスも含めて3種類の運

賃表がある．

シンガポールの通算運賃では輸送機関や事業者ごとに

運賃を計算するのではなく，出発地から最終目的地までの

合計の移動距離から運賃を計算する．鉄道のみの利用で

も，バスのみの利用でも，鉄道とバスの両方を利用しても，

出発地から目的地までの合計移動距離で運賃を計算する．

運賃表が異なる路線同士を利用する場合には次の計算

となる．①：合計移動距離に対して運賃が低い方の運賃表

で運賃を算出する．②：高い方の運賃表が適用される乗車

区間について，その区間の高い方の運賃表と低い方の運賃

表の差額を計算する．③：①で算出した運賃に②で算出し

た差額を加算し，当該区間利用の運賃とする．（計算例　

図―6）このような計算方法により乗り継いだ場合にも初

乗り運賃が1回となり，割高な併算運賃を解消した運賃シ

ステムを実現している．

この運賃の適用には運賃の支払いにICカードを使用す

ること，一回の移動で乗換5回まで，それぞれの乗換は45

分以内，出発地から目的地までの移動は2時間以内，電車

の入場出場は1回のみ，バスの同一系統の乗車は1回のみ

といった条件がある．

5──通算運賃による改善案の検討

5.1  運賃システム改善案の比較検討 

海外での取り組みを参考に，割高な併算運賃を解消す

単位：¢ 急行バス
北東線
環状線

南北線
東西線
バス

 1kmまで 139 84 79
 1.1-2.0km 139 89 79
 2.1-3.2km 139 94 79
 3.3-4.2km 150 105 90
 4.3-5.2km 161 116 101
 5.3-6.2km 172 127 112
 6.3-7.2km 180 135 120
 7.3-8.2km 187 152 127
 8.3-9.2km 193 158 133

2015年5月現在

②2.5kmの差額
¢15

6.5km¢135（＝¢120＋¢15）

計算例

バス
1.0km

北東線
2.5km

バス停A 鉄道駅B

東西線
3.0km

鉄道駅C 鉄道駅D

高い方の運賃表が適用される区間

③6.5km¢135（＝¢120＋¢15）
　全体で6.5km乗車，うち北東線2.5km

①6.5km ¢120

■図—6　シンガポールの通算運賃の計算例
出典：シンガポール政府陸上交通庁回答より作成
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る方策を検討する．①：併算割引，②：初乗り運賃の値下

げ，③：通算運賃，④：共通運賃，⑤：経営一元化の5つの

選択肢を取り上げる．

①：併算割引とは併算運賃から定額を割り引く方法であ

る．②：初乗り運賃の値下げは，割高な併算運賃の一因と

なっている初乗り運賃そのものを下げる方法である．③：

通算運賃は通算した乗車距離で乗継運賃を算出する方法

である．④：共通運賃は事業者間で同じ運賃表を使用する

方法で，運賃計算が乗継の有無に左右されない．⑤：経営

一元化とは経営統合により連絡乗車そのものを解消する

方法である．

これらの選択肢を比較すると表―1のようになる．まず

乗継時の初乗り加算の解消という点では①：併算割引や

②：初乗り運賃の値下げでは完全な解消は難しい．事業者

ごとに初乗り運賃が異なるため①併算割引では割引額の

設定が困難である．また②：初乗り運賃の値下げは乗継

のない短距離の利用者の運賃も下がるため値下げにも限

度があり，大幅な値下げは短距離利用者と長距離利用者

の間で公平性を欠く．その他の方法では乗継時の初乗り

運賃負担を取り除くことができる．

運賃が距離に応じたものとなっているかという観点では

④：共通運賃（ゾーン制）は同じ輸送距離でもゾーンをまた

ぐ箇所とまたがない箇所で運賃に大きな差が生じ，不公

平感が生じる．①：併算割引では，初乗り加算を完全に解

消できる程度に割引額を拡大すれば，運賃は距離に応じ

たものとなるが，遠距離逓減は事業者ごとのままとなり，遠

距離逓減されにくくなり，乗継のない利用との間で差が生

じる．③：通算運賃や④：共通運賃（距離制）では，連続的

に運賃を設定することができ，利用距離に見合った運賃が

実現できる．

また，共通運賃では，事業者は自由に運賃設定できな

いことから事業者間の競争に制約を課し，一部で原価に

合わない運賃設定となることも想定される．また一部の事

業者は利潤を確保できなくなり，救済的な乗継運賃の収

入配分方法が必要となるだろう．これは採算の悪い事業

者だけでなく，今まで努力し採算を確保してきた事業者の

インセンティブにも悪影響となる．

なおここでいう適正な利潤の確保は，改善案の導入後，

運賃水準の変更によって事業者が適正な利潤を確保でき

るかどうかを評価したものであり，現状の運賃水準のまま

改善案を導入し適正な利潤を確保できるかを評価したも

のではない．すなわち改善案導入後に①：併算割引，②：

初乗り運賃の値下げ，③：通算運賃では各事業者が独立

採算と総括原価を前提に運賃を設定できるので適正な利

潤を確保できることになる． 

以上の検討から本研究では通算運賃による改善策を提

案する．

5.2  本研究で設定する改善案

本研究の改善案では通算運賃により，複数社を乗り継

ぐ場合でも総移動距離により運賃を計算する．初乗り運賃

の収受は1回となり，また遠距離逓減も移動距離全体に適

用され，割高な併算運賃は解消される（図―7）．また各事

業者は独自の運賃表を設定することができる．

前述のように通算運賃にもいくつか方法があるが，本研

究では遠距離逓減や事業者ごとの初乗り運賃の違いを表

現できるシンガポールの方法を参考に計算方法を設定

する．

具体的な計算方法は以下のとおりとする．会社間の乗

継がない乗車では，これまで通り各社の運賃表により運賃

を計算する．会社間の乗継を含む乗車では，合計の乗車

距離にて運賃を計算する．特に運賃表が異なる路線同士

を利用する場合には，まず①：合計の乗車距離に対して運

賃が低い方の運賃表で運賃を算出する．②：高い方の運賃

表が適用される乗車区間について，その区間の距離の高

い方の運賃表と低い方の運賃表の差額を計算する．③：

①で算出した運賃に②で算出した差額を加算し，当該区

間の利用運賃とする．例えば図―8のとおりである．定期運

賃についても同様の方法とする．

このように設定した改善案を東京メトロ線と都営地下鉄

線に例として適用し，神谷町駅からの運賃を計算し，現在

距離

A社線 B社線

距離

A社線 B社線

現状 通算制
運賃表は異なる

運
賃

運
賃

■図—7　通算運賃による改善案のイメージ

■表—1　乗継運賃の負担を軽減する選択肢の比較
利用者の視点 社会的視点 事業者の

視点

初乗加算の 
解消

運賃が距離に
応じたものと
なっているか

独占の防止
競争の確保

適正な利潤
独自の運賃
設定

①併算割引 △ △ ○ ○ ○

② 初乗り運賃 
の値下げ

△ × ○ ○ ○

③通算運賃 ○ ○ ○ ○ ○

④ 共通運賃 
（ゾーン制）

○ × × × ×

④ 共通運賃 
（対キロ制）

○ ○ × × ×

⑤経営一元化 ○ ○ × ○

○：可能，△：一部不可能，×：不可能
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の運賃と比較すると図―9のようになる．事業者がそれぞ

れ独自の運賃表を設定していることによる差は残るが，現

在よりも距離に応じた運賃が実現できていることがわ

かる．

5.3  改善案の運賃収入配分方法の比較検討

通算運賃による収入は複数社に絡む収入であるため，

ルールに基づいて事業者に配分される必要がある．具体

的にはそれぞれの事業者の運賃水準は，効率化努力，路

線特性，資本費の相違等により異なっているため，それら

も配分される収入に反映されなければならない．特に日本

では各々の事業者が独立採算で鉄道を運営しているた

め，乗継運賃の配分方法は重要である

5.3.1  収入配分方法の事例

収入配分方法の事例をいくつかとりあげる．

ハンブルグでは共通運賃による収入を各事業者の人キ

ロといった輸送実績，切符の種類と割合，輸送機関の種類

を基準とした割合で配分している19）．以前は座席キロや車

両キロなど各事業者が供給したサービス量を基準に全体

の収入を配分していたが，1999年に変更されている． 

シンガポールでは通算運賃による乗継運賃収入は，そ

れぞれの事業者の乗車距離について乗り継がないで利用

した場合の運賃の割合で配分している（図―10）．ICカー

ドにより個々の旅客の乗車区間を把握することが可能に

なっている．連絡乗車でない利用の運賃収入は配分せず

利用した事業者の収入となる．

5.3.2  収入配分方法の比較検討

本研究では，①：事業者の旅客増に対する取り組みの

結果の反映，②：事業者の運賃設定の反映という2つの観

点を取り上げ，収入配分方法を比較検討した（表―2）．

①：事業者の旅客増に対する取り組みの結果とは，それ

ぞれの事業者が行った旅客増のための取り組みなどによ

る，旅客増や旅客減といった結果が受け取る収入配分に

反映されることである．②：事業者の運賃設定とは，同じ

距離の乗車でも事業者によって運賃が異なっているため，

それぞれの運賃設定が乗継運賃の収入配分に反映される

ことである．同じ距離でも運賃が異なるのは，運賃は事業

者ごとに総括原価方式により決められており，原価を賄うよ

うに設定されるため，そもそも事業者ごとに運賃水準が異

なること，各事業者は総括原価を賄うようにそれぞれ独自

に運賃タリフを設定することによる．

配分方法を比較してみる．まず乗継運賃による総収入を

（例）2社をまたがって乗車した場合

東京メトロ線
7.0km

16.0km

鉄道駅A

都営線
9.0km

鉄道駅B 鉄道駅C

東京メトロ線 都営地下鉄線

 1km 165 174

 2km 165 174

 8km 195 216

 9km 195 216

 10km 195 267

 11km 195 267

 14km 237 267

 15km 237 267

 16km 237 319

 17km 237 319

全体で16km乗車
うち都営地下鉄線9km

237円＋21円＝258円

差額21円

（単位：円）

①

②

③

■図—8　改善案の計算例―連絡乗車の場合
注：2014年6月現在の運賃

14

現在運賃→通算運賃

神谷町駅 237→237

341→258

195→195

269→204

237→237

341→258

東京メトロ線
都営地下鉄線

■図—9　現在の運賃と改善案による運賃の比較

通算運賃 ＄1.33

Bus A : 5km Train B : 7km

個別運賃 ＄0.91 個別運賃 ＄1.09

= $0.61 

= $0.72

$0.91
$0.91 + $1.09

$1.09
$0.91 + $1.09

Bus A への配分: $1.33 ×

Train B への配分: $1.33 ×

出典：シンガポールPublic Transport Council回答より作成
■図—10　シンガポールでの収入配分方法

■表—2　収入配分方法の比較

配分する基準
①事業者の旅客
増に対する取組
の結果の反映

②事業者の運賃
設定の反映

総
収
入
を 

配
分

当該事業者の営業キロ × ×

車両走行キロ，座席キロ × ×

旅客数（人，人キロ） ○ ×

当該事業者の現在の収入 × △
１
乗
車
ご
と
の

収
入
を
配
分

乗車距離 ○ ×

併算運賃との差額を折半 ○ ×

乗継なしの運賃 ○ ○

○：反映される，×反映されない，△：間接的に反映される
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配分する場合と1乗車ごとの乗継運賃による収入を配分す

る場合が考えられる．1乗車ごとの収入を配分することは，

以前は事務作業量が膨大になることから難しかったが，最

近ではIC化により1乗車ごとの乗車と降車のデータが得ら

れ，コンピュータの発達もあり，比較的容易になった．1乗

車ごとの収入を配分する場合には，配分された収入が利

用した旅客数分だけ積みあがるため，利用客数に応じた

配分が同時に実現され，①：事業者の旅客増に対する取り

組みの結果を反映できる．総収入を配分する場合にも旅

客数を反映させることは可能だが，同時に各社の運賃設定

を反映させることは難しい．

また1乗車ごとの収入もその乗車の乗車距離の割合で

配分すると，各社の運賃設定を考慮することはできない．

そこで各社の乗車距離分を乗継がないで利用した場合の

運賃額の割合で配分する（図―11）．このようにすると，高

い運賃設定をした事業者にはその分を反映した配分が行

われ，②：事業者の運賃設定を考慮した運賃配分が実現

できる．乗継運賃以外の収入は配分対象としない．

よって本研究では1乗車ごとの収入を乗継なしの場合の

運賃額の割合で配分する方法を提案する．

以下，2つの点について考察する．1点目は提案する配分

方法をとる場合，利用者から見れば初乗り運賃は1回とな

り，事業者の違いに影響されないシームレスな都市鉄道が

実現されることになるが，事業者から見れば1事業者利用

の利用者と2事業者利用する利用者から得られる初乗り

運賃収入が異なることになる点である．

初乗り運賃の意味から考えてみる．初乗り運賃の意味に

は，終端費用に対応するものという考え方である25）－28）．終

端費用とは，鉄道輸送にかかる費用のうち，駅でかかる費

用である．駅の設置にかかる固定費用と駅での人件費，電

力費などの可変費用が含まれる．乗車した距離の大小に

関係せず利用者一人一人から一律に回収すべき費用とさ

れる．この終端費用以外の費用を乗車した距離に応じて

回収される費用と考える．初乗り運賃はこの終端費用と終

端費用以外の費用の最低輸送区間分の合算値であるとい

う考え方である．

例えば，2社利用で相互直通運転の場合に利用者は

図―11で言うならばA社の鉄道駅AとB社の鉄道駅Cの2駅

を利用することになる．1社のみの利用者も乗車駅と降車

駅の2駅を利用することになる．このため1社利用の利用者

と2社利用の利用者の両方とも初乗り運賃が1回となること

が望ましいと考えられる．また2社利用の場合，乗車駅はA

社で降車駅はB社となるので，初乗り運賃が両社に配分さ

れることになり，事業者が1社利用の利用者と2社利用の利

用者から受け取る初乗り運賃収入が異なることになる．

一方，直通運転ではなく図―11で言う鉄道駅Bが乗換

駅だったとしても，利用者が鉄道駅Bで下車しないならば，

これは鉄道ネットワークの形状によるものであり，利用者

に起因するものではないから，この場合も初乗り負担は1

回となることが望ましいだろう．

2点目は，提案する運賃配分方法では他社の運賃設定に

より，自社の収入が変動する可能性がある点である．例え

ば，図―11でB社が運賃タリフを変更した場合，収入配分

によってA社の収入も影響を受ける．ただB社が大幅な値

上げをした場合，本研究で提案する運賃設定ではA社B社

を乗り継いだ場合の乗継運賃自体も上昇する．このためA

社はB社の運賃設定によって配分額に影響を受けるもの

の，乗継運賃自体もB社の運賃設定に応じて上昇するため，

影響は小さくなる．また，各鉄道会社の設定する運賃は総

括原価の範囲での設定となり，他社の路線とも競合するこ

とから，各社とも極端に高額の運賃を設定することは難し

いと考えられる．しかしながら，提案している配分方法で

は乗継相手となる他社の運賃設定の影響を受けるため改

善の余地が残る．提案している配分方法は今回検討した

比較案の中ではよいと考えられるが，さらなる分析が必要

であり，この点は今後の課題としたい．

6──通算運賃による改善案の効果の分析

6.1  設定した改善案の理論的考察

図―12のような単純化したネットワークで通算運賃によ

る改善案の効果を考える．

ア駅からエ駅までの移動を考える．連絡乗車となるルー

ト（ルート1），連絡乗車とならないルート（ルート2）がある．

ルート1の乗車時間はルート2の所要時間よりも短いとする．

利用者の効用は所要時間と運賃により表現する．また運

賃システムにより鉄道サービスにかかる費用と旅客の総需

要は変わらないものと仮定する．

このときこの想定したネットワークでは通算運賃により

社会的余剰が増加し，それはルート2からルート1へ変更す

る人の時間短縮によるものであることがわかる付録1）．すな

わち併算運賃から通算運賃にすることは，運賃をより乗車

距離に応じたものとし，遠回りといった非効率な経路選択

を取り除く効果があることがわかる．

配分する基準 B社A社
乗車距離 配分額 175円 175円

乗継なしの
運賃との比率

58.3%87.5%

配分額乗継なしの運賃 140円 210円
乗継なしの
運賃との比率

70％ 70％

A社
4.0km 200円

8.0km 350円

鉄道駅A B社
4.0km 300円

鉄道駅B 鉄道駅C

200＋300
300350× ＝210

1
乗
車
ご
と
の
収
入
を

配
分

■図—11　一乗車ごとの運賃収入を配分
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実際の鉄道ネットワークはこれよりもはるかに複雑な

ネットワークとなっている．ネットワーク全体での効果を計

測するため，次節以降でシミュレーションによる分析を

行う．

6.2   設定した改善案のシミュレーションによる考察－東京圏への

適用－

6.2.1  使用したモデル

本研究では既存の需要予測モデルを用いた．既存の需

要予測モデルは，交通ODデータから交通機関選択モデ

ル，鉄道経路配分モデルを通じて，各路線の各断面の旅

客交通量が計算できるものである（図―13）．現状のOD

データのセットは東京圏に対して国勢調査とパーソント

リップデータから作成されている．交通機関選択モデル

（自動車，バス，鉄道，徒歩）付録3）はロジットモデルであり，

2008年のパーソントリップ調査の個票データによりパラ

メータ推計済みでのものである．鉄道経路配分モデル付録4）

はプロビットモデルであり，2010年の大都市交通センサス

の個票データによりパラメータ推定済みのものである．推

定済みのパラメータとモデルについては付録に記す．便益

の推計は「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル　

2012年改訂版」に基づいて行い，消費者便益は消費者余

剰法により計測している．

ここでは既存の需要予測モデルの現状のODデータセッ

ト，推計されたパラメータは変えずに，運賃を現在の併算

運賃から通算運賃による改善案に変更し，各路線の交通

量や便益の変化を試算する．

6.2.2  試算ケース

試算ケースとして3ケースの設定を行った（表─3）．ケー

ス1は首都圏の鉄道事業者のうち2社にのみ通算運賃を適

用した場合，ケース2は2社にのみ通算運賃を適用し，その

2社が現行と同じ水準の収入が得られるように運賃を変更

した場合，ケース3は通算運賃の適用を東京圏のICカード

が利用可能な事業者全体に拡大した場合である．なお今

回，ケース1とケース2の2社は東京メトロ線と都営地下鉄線

を取り上げた．またwithoutケースとして現行の併算運賃が

適用されているものを設定し，これと各ケースを比較し効

果を評価する．withoutケースでは現状の併算割引も設定

されている．

6.2.3  試算結果

（1）ケース1

ケース1の試算結果では通算運賃が適用された2社で輸

送人員は増加する試算結果となった（図―14）．また東京

メトロ都営地下鉄間の乗換旅客も18.9％増加する試算結

果となった．2駅間の組み合わせをいくつか取り上げ，鉄道

経路選択の確率を見てみると，割高な併算運賃による遠回

りという非効率な利用が減少することも試算された（図―

15）．例えば，表参道～六本木間の移動では連絡乗車を含

むルートの選択確率が7.0％増加している．また目的地の駅

と同一社局の少し離れた駅よりも目的地と異なる社局のよ

り最寄りとなる駅が乗車駅として選択される確率が高くな

ることも試算された．例えば，東大前～東新宿間の移動で

は最寄りの東大前駅ではなく，次に近い白山駅を利用すれ

ば同一社局の利用となる．しかし通算運賃によって連絡乗

A社 B社

B社

ア駅 イ駅 エ駅

ウ駅

ルート1

ルート2

■図—12　想定するネットワーク

路線別輸送人員の推計
交通需要予測モデル
既存モデルを使用

（パラメータ推定済み，
ＯＤは不変）

改善案運賃の設定

事業者別運賃収入の推計
（改善案の収入配分方法）

改善案の効果分析
輸送人員，事業者収入，機関分担，利用者便益

交通機関別交通量の予測
（交通機関分担）

鉄道路線別利用交通量の予測
（鉄道経路配分）

路線別輸送人員

既存のＯＤデータセット（国勢調査，パーソントリップ調査）

交通機関選択モデル
ロジットモデル
鉄道，自動車，バス，徒歩

鉄道経路配分モデル
プロビットモデル

本手法は，鉄道需要分析に広く使われて
いるものであり，本モデルは運輸政策研
究機構と社会システム株式会社で改良を
重ねてきたものである．

■図—13　試算方法の流れ

■表—3　試算ケース

ケース 通算運賃の適用

ケース1 2社 
（東京メトロ線，都営地下鉄線）現在の運賃表を適用

ケース2 2社 
（東京メトロ線，都営地下鉄線）

現行と同じ水準の収入が 
得られるように運賃を変更

ケース3 全社（ICカード利用可能な首
都圏の全鉄道事業者） 現在の運賃表を適用

without なし 現在の併算割引が適用

－20.00%
－16.00%
－12.00%
－8.00%
－4.00%

0.00%
4.00%
8.00%

12.00%
16.00%
20.00%
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東
京
地
下
鉄

東
京
地
下
鉄
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営
地
下
鉄

都
営
地
下
鉄 JRJR

大
手
民
鉄

大
手
民
鉄

東
京
圏
全
体

東
京
圏
全
体

■図—14　ケース1　輸送人員と事業者収入の変化
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車となるがより最寄りの駅である東大前駅の利用が増加す

る試算結果が得られた．これは一例であり，ネットワーク上

の他の箇所でも改善がみられる．また規模は小さいが，主

に都内で自動車利用が0.19％減少し，鉄道利用への転換

がみられる試算結果となった．

一方で試算結果より事業者は連絡乗車の利用者から初

乗り分を収受できないことになり図―14の規模で減収と

なる．

また便益計算を行い，withoutケースと比べて年間の利

用者便益は約195億円増加すると試算された．これは約

178億円の費用削減便益と約13億円の時間短縮便益，約4

億円の混雑緩和便益からなる．一方，事業者の収入は全

事業者合計すると年間約170億円の減収と試算された．こ

れらの結果からケース1は社会的に便益のある施策である

と評価することができる．時間短縮便益は主に通算運賃

によって割高な併算運賃に影響されない経路選択が実現

されることによるものであると考えられる．ただし事業者

収入が減少することから事業者による自発的な実施は難

しいと考えられる．

（2）ケース2

事業者収入の減少分を小さくし，事業者がより受け入れ

やすいような通算運賃を検討する．減少分を補う方法とし

て補助金（政府による補填），運賃値上げ（利用者負担）

などいくつか方法は考えられるが，ケース2では事業者が

併算運賃時と同じ水準の収入が得られるよう運賃を値上

げする方法を試みる．値上げの方法についても，定額で上

乗せする方法，定率で上乗せする方法，価格弾力性を考慮

して行う方法などが考えられるが，今回は一例として定額

で上乗せする方法で行う．これは全距離帯で定額値上げ

する方法であり，例えば値上げ額を5円とするならば，160

円区間であれば165円，190円区間であれば195円とするも

のである．今回は一例として，事業者収入の変化が小さく

なるよう，ケース1での2社それぞれの減収額をそれぞれの

利用者数で割り，都営地下鉄で10円，東京メトロで4円の

値上げ額を設定した．なお，この設定では東京メトロと都

営地下鉄のどちらか一方のみ利用する利用者にとっても値

上げとなる．本研究では連絡乗車のたびに初乗り運賃が

かかる現状が不公平であるという視点に立っており，東京

メトロと都営地下鉄のどちらか一方の事業者のみを利用す

る利用者にとっては不便益となる．しかしながらその1人当

たりの不便益は4円もしくは10円とそれほど大きくなく，利

用者全体として便益を受けることができることを示すため

にこのケースを設定している．

ケース2の試算結果においても，通算運賃が適用される

2社では輸送人員が増加する試算結果となった（図―16）．

しかし，適用される2社とも運賃を値上げしているため，

ケース1より増加率は小さくなる．一方，ケース1で見られた

事業者収入の減少は改善される．これは多少の値上げを

行っても，鉄道利用の需要が大きく減らないことによる．

便益計算では，withoutケースと比較して年間の利用者

便益は約42億円発生すると試算された．これは約36億円

の費用削減便益，約4億円の時間短縮便益，約2億円の混

事例1　表参道～六本木

表参道

六本木

東京メトロ線

都営地下鉄線
東京メトロ線

東京メトロ線

連絡乗車なしのルート6.8km，連絡乗車となるルート2.7km

連絡乗車なし
（同一社局）

連絡乗車 連絡乗車の
選択確率

without 195円 269円 70.5%

ケース１ 195円 174円 77.5%

ケース２ 199円 184円 77.1%

連絡乗車あり

連絡乗車なし

事例2　東大前～東新宿

東新宿

白山

東大前

東京メトロ線

都営地下鉄線
都営地下鉄線

連絡乗車なしのルート6.0km，連絡乗車となるルート6.3km
白山駅と東大前駅は歩いて1km

連絡乗車なし
（同一社局） 連絡乗車 連絡乗車の

選択確率

without 216円 269円 59.0%

ケース１ 216円 204円 65.9%

ケース２ 226円 214円 65.9%

連絡乗車なし

連絡乗車あり

徒歩

■図—15　経路選択確率の変化の例
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■図—16　ケース2　輸送人員と事業者収入の変化
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雑緩和便益からなる．また事業者の収入は通算運賃が適

用された2社で利便性が向上し，適用されない事業者から

旅客を獲得することから，全事業者合計で年間約40億円

の減収と試算された．以上よりケース2についても社会的に

便益のある施策であると評価できる．時間短縮便益は，

ケース1よりケース2で小さくなるが，引き続き通算運賃によ

る効果が表れている．

2駅間の組み合わせをいくつか取り上げ，鉄道経路選択

の確率を見てみると（図―15），ケース1で連絡乗車の選択

確率が増えた箇所ではケース2でもケース1に近い選択確

率となり，引き続き通算運賃の効果が得られることが試算

された．例えば表参道～六本木間の移動ではケース2にお

いても連絡乗車を選択する確率が77.1％となり，ケース1の

77.5％と大きく変わらない．

ケース2は，ケース1より効果は小さくなるものの，供給者

便益の変化が抑えられるため，供給者とってはケース1より

受け入れやすい提案になると考えられる．

（3）ケース3

首都圏でICカードを導入している事業者全体に通算運

賃を導入した場合を試算する．試算結果では輸送人員は

図―17のように大幅に増加する試算結果となった．一方で

事業者収入についてはケース1に比べて減少が大きくなる

（図―17）．これはICカードを導入している事業者間のすべ

ての連絡乗車に通算運賃が適用され，対象となる旅客が

大きく増加し，各事業者が連絡乗車時の初乗り運賃分を

収受できなくなることによる．また主に都内で自動車利用

が4.79％減少し，鉄道利用への転換がみられる試算結果

となった．

ケース3では利用者便益は年間約4,185億円と試算され，

これは費用削減便益の約4,078億円，時間短縮便益の約

313億円，混雑緩和便益の約△206億円からなる．混雑緩

和便益については通算運賃により利用者の経路選択がよ

り所要時間に応じたものになり，利用者が増加する路線が

あるが，既存の需要予測モデルでは各路線の運行本数は

現行の運行本数の値が設定されており，運行本数が利用

者数増加に対応しておらず，混雑率が増加する路線がある

というモデル上の制約によるものである．実際には，事業

者が利用状況に応じたダイヤ設定を行うだろうから，この

ように不便益が大きくなることはないと考えられる．また供

給者便益の減少は全事業者合計で年間約3,130億円と試

算される．よってケース3も社会的に便益のある施策である

と考えられる．得られる時間短縮便益の効果も大きく，ま

た公共交通への転換も試算されることから，社会的に意

味のある施策であると考えられる．しかしながら，ケース3

はケース1やケース2の場合と異なり事業者収入の減少が大

きい（表―4）．このことからケース3についてはより精緻な

分析と変化を軽減する工夫に関する検討が必要である．

具体的には適用する事業者数を2社から一度に首都圏全

社に広げるのではなく，3社，4社など段階的に適用範囲を

広げていき，それに対しより細かな分析と検討を行い，変

化を軽減していく方法を探っていく必要があると考える．

7──おわりに

本研究では運賃に影響される遠回りといった非効率な

交通行動を取り除くため，割高な併算運賃の解消を目的と

して，通算運賃の適用を検討した．通算運賃を検討したの

は，従来の研究とは異なり，独立採算や民間事業者による

運営といった日本の鉄道の特徴を考え，その点を生かした

より実現性の高いものを考えたためである．

はじめに現状を分析し，割高な併算運賃による遠回り利

用といった問題が依然として存在することを調べた．続い

て，国内外の乗継運賃に対する取り組みを調査・整理し，

より実現可能性が高いと考えられる通算運賃による改善

案を検討し，提案した．あわせて事業者の増収や効率化

努力，路線特性，資本費の相違等が反映できる乗継運賃

の収入配分方法を提案した．作成した改善案の効果の分

析により，2社の場合には割高な併算運賃のために遠回り

の経路を選ぶ利用が減少し，社会的便益が増加し，改善

案が有益な施策であるという試算結果となった．また同じ

く2社の場合において現行の運賃のまま実施すれば事業

者は減収となるが，減収分を利用者に転嫁しても，運賃に

よる遠回り利用が減少するという点で規模は小さくなるも

のの通算運賃の効果が引き続き得られることが複数箇所

で試算により明らかとなった．一方で東京圏全体に適用し

た場合には，利用者に便益のある施策ではあるが，事業者

収入に与える影響が大きくより精緻な分析と施策上の工夫

－20.00%
－16.00%
－12.00%
－8.00%
－4.00%

0.00%
4.00%
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地
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鉄 JRJR
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鉄
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鉄
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圏
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体
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京
圏
全
体

■図—17　ケース3　輸送人員と事業者収入の変化

■表—4  ケースごとの便益の変化

（対withoutケース）
単位：億円 ケース1 ケース2 ケース3

利用者便益の変化 195 42 4185
事業者収入の変化 △167 △40 △3130
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の検討が必要なことが分かった．

最後に，通算運賃の検討においては，まだ研究面におい

て多くの課題が残されている．第一に3社以上の事業者へ

改善案を適用した場合のより精緻な分析と影響を軽減す

る工夫が必要である．本文でも述べたように，参加する会

社数が多くなるほど利用者にとっては便利になるものの，

事業者収入への影響が大きくなる．より精緻な分析を行

い，影響度を測り，軽減する工夫を検討する必要がある．

第二に収入配分方法に関するさらなる検討が必要である．

本研究では収入配分方法を検討しているもののその評価

は一面的なものでしかない．本研究で取り上げたものと異

なる評価軸からの評価が必要である．また，本研究で示し

た以外の配分方法も考えられるだろう．本研究で提案した

配分方法では相手社の運賃タリフの変更が自社の収入配

分額に影響を与えるためこの点での検討も深める必要が

ある．第三に，利用形態の違う利用者ごとの便益変化の評

価をさらに精緻に行う必要がある．本研究では利用者全

体として便益が発生することは示しているが，1社のみの利

用者や2社利用者，それ以上の事業者を利用する利用者な

ど利用形態ごとの便益を評価するには至っていない．実際

にはそれぞれの利用者が納得感をもって受け入れられる

か評価される必要がある．今後，まずはこれらの研究課題

に取り組む必要があり，その後に実務的課題について多方

面からの整理が必要となると考える．

謝辞：本研究の遂行にあたり，政策研究を初めて行う著者

に対して，伊東誠運輸総合研究所主席研究員からは終始

ご指導いただいた．また6章のシミュレーション分析では社

会システム株式会社の井上真志氏，庄暁韵氏にご協力い

ただいた．本研究は運輸政策研究所在席中に行った研究

成果をまとめたものであり，杉山武彦前所長，根本敏則前

研究アドバイザー，今橋隆前主席研究員をはじめ多くのご

意見をいただいた．ここに記して感謝の意を表す．

付録

付録1　設定した改善案の理論的考察

図―12のような単純化したネットワークで通算運賃によ

る改善案の効果を説明する．

ア駅からエ駅までの移動を考える．連絡乗車となるルー

ト（ルート1），連絡乗車とならないルート（ルート2）がある．

ルート1の乗車時間t1はルート2の所要時間t2よりも短い 

（t1<t2）とする．

改善前の併算運賃時の余剰と改善後の通算運賃時の

余剰を比較する．ルート1またはルート2を利用した場合の

利用者の効用を

 （1）

と表現する．ここで添字sは運賃システムを示し，s＝Hのと

きは併算運賃，s＝Tのときは通算運賃である．添字iはルー

トを示し，i＝lのときルート1，i＝2のときルート2を示す．U s
i

は運賃システムsのときにルートiを利用する利用者の効用

を表し，確定項V s
iと確率項εs

iから表現される．確率項εs
iは

平均値0の確率密度関数 f（ε）に従うものとする．また確

定項のうちYは一般化所得（家計が所有している財を組み

合わせた所得制約），－v（t i）はルートiを利用した時の時間

不効用で，ルートiの乗車時間t iに関する関数であり，乗車

時間が長くなれば長くなるほど不効用が大きくなることを

表現している．すなわちv（t1）＜v（t2）となる．P s
iは運賃シ

ステムsにおけるルートiの運賃を示す．ここではまずは運賃

と所要時間による影響を分析するため，簡便のため，混雑

による不効用などは省略する．混雑による不効用はシミュ

レーションによる試算で確認する．併算運賃は通算運賃よ

りも高くP H
1 >P T

1とする．ルート1とルート2ではルート2より

ルート1のほうが距離は短いが，s＝Hの際は併算運賃によ

りルート1のほうが運賃は高くなると仮定する（P H
1 >P H

2）．

またルート2については連絡乗車がないため併算運賃のと

きも通算運賃のときも運賃は変わらない（P H
2＝P T

2）．

総需要は1に基準化する．ここでは併算運賃であっても

通算運賃であっても，事業者が鉄道サービスの供給にか

かる費用，旅客の総需要は変わらないものと仮定する．

また，需要関数を

 （2）

と表現する．

併算運賃時の社会的余剰SW H，通算運賃時の社会的

余剰SWTはそれぞれ，

 （3a）

 （3b）

と表現される．CSsは消費者余剰，PSsは生産者余剰で

ある．

以上の設定をもとに，併算運賃時と通算運賃時の消費

者余剰を評価すると

 （4）

を得る．第1項は連絡乗車とならないルート2から連絡乗車

となるルート1に変更した人の費用削減と時間短縮による

ものである．第2項はもともと連絡乗車となるルート1を利用
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していた人の費用削減によるものである．

また併算運賃時と通算運賃時の社会的余剰を評価す

ると

 （5）

を得る付録2）．この想定したネットワークでは通算運賃によ

り社会的余剰が増加し，それはルート2からルート1へ変更

する人の時間短縮によるものであることがわかる．費用削

減による消費者余剰の変化は，生産者余剰の変化と相殺

される．すなわち併算運賃から通算運賃にすることは，運

賃をより乗車距離に応じたものとし，遠回りといった非効

率な経路選択を取り除く効果があることがわかる．

付録2　式（5）の証明

 

（6）

運賃システム変更の前後で旅客の総需要は変わらない
ので から

 
（7）

を得る．

付録3　交通機関選択モデル（ロジットモデル）

効用関数は

 （8）

と表現される．ここで

i：交通機関（i＝R：鉄道，i＝B：バス，i＝C：自動車）

Vi：交通機関iを利用した場合の効用

Ti：交通機関iを利用した場合の所要時間（分）

Ci：交通機関iを利用した場合の費用（円）

D：自動車保有台数

M：都心ダミー（都心の場合1，それ以外0）

Ki：鉄道乗換回数

Li：交通機関iの定数項

α：説明変数にかかるパラメータ
である．また各交通機関の選択確率Piは

 （9）

と表現される．

推計されたパラメータは以下のとおりである．
通勤 通学 私事 業務

所要時間（分）
－0.0272
（－14.1）

－0.0132
（－5.55）

－0.0387
（－10.5）

－0.0596
（－12.1）

費用（円）
－0.000541
（－5.56）

－0.00102
（－4.88）

－0.00279
（－6.30）

－0.00140
（－3.46）

自動車  
保有台数

0.916
（ 14.2）

0.347
（ 4.55）

0.769
（ 6.81）

0.879
（ 7.04）

鉄道  
都心ダミー

0.422
（ 8.92）

0.279
（ 3.64）

0.388
（ 5.44）

0.434
（ 5.95）

鉄道  
乗換回数

－0.280
（－6.20）

－0.448
（－6.57）

－0.326
（－3.80）

－0.436
（－4.93）

定数（自動車）
－1.99

（－17.4）
－2.45

（－14.9）
－1.49

（－7.73）
－1.95

（－8.32）

定数（バス）
－2.20

（－21.0）
－2.57

（－19.7）
－0.749
（－6.55）

－1.83
（－11.5）

的中率 78.3% 82.2% 72.7% 74.6%

尤度比 0.491 0.527 0.376 0.491

サンプル数 5,384 2,810 2,279 2,063

平成20年パーソントリップ調査により推計，（  ）内はt値

付録4　鉄道経路選択モデル（プロビットモデル）

鉄道経路rの効用はVr

 （10）

と表現される．ここで

αk：変数kのパラメータ

Xrk：経路rの変数kの値

変数kはそれぞれ，費用（円），乗車時間（分），乗換時間

（分），駅端末利便性，混雑指標である．

鉄道経路rの選択確率Prは

 （11）

と表現され，確率密度関数φ（ε）は

 （12）

分散共分散行列Σは

 （13）

であり，ηは分散比パラメータである．またL1は経路1の経

路長，L12は経路1と経路2の重複する経路長である．
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推計されたパラメータは以下の通りとなる．

混雑指標については

で設定している．

また駅端末利便性については駅アクセス交通手段選択

モデルにて推計したログサム変数を設定している．

駅アクセス交通手段選択モデル（ロジットモデル）

効用関数は

 （14）

と表現される．ここで

i：交通機関（徒歩，自転車，乗用車（送迎），バス）

αk：変数kのパラメータ

Xk,j：交通手段iの変数kの値

変数kはそれぞれ，所要時間（分），費用（円），高低差，

バス本数，定数項である．

推計されたパラメータ（駅アクセス交通手段モデル）は

以下の通りとなる．

通勤 通学 私事 業務

費用（円）
－0.00244
（－3.1）

－0.00698
（－4.3）

－0.00357
（－3.5）

－0.00209
（－2.0）

乗車時間（分）
－0.114
（－7.3）

－0.129
（－7.1）

－0.0968
（－5.5）

－0.106
（－5.6）

乗換時間（分）
－0.181
（－10.0）

－0.191
（－8.9）

－0.139
（－7.1）

－0.143
（－7.8）

駅端末利便性
0.589
（17.4）

0.635
（12.9）

0.707
（12.7）

0.703
（12.5）

混雑指標
－0.00715
（－2.1）

－0.00743
（－1.5）

－ －

分散比パラメータ
0.0234
（1.9）

0.0733
（2.7）

0.0800
（2.6）

0.0474
（1.9）

尤度比 0.634 0.547 0.617 0.662

サンプル数 1,369 1,099 1,222 1,131

平成22年大都市交通センサスにより推計，（  ）内はt値

通勤 通学 私事 業務

所要時間
（分）

徒歩
－0.323
（－76.4）

－0.314
（－18.9）

－0.261
（－35.7）

－0.252
（－21.6）

自転車
－0.301
（－32.9）

－0.238
（－7.5）

－0.226
（－13.7）

－0.195
（－7.2）

乗用車（送迎）
－0.385
（－17.1）

－0.382
（－4.8）

－0.301
（－9.0）

－0.295
（－5.8）

バス
－0.135
（－21.6）

－0.101
（－4.2）

－0.0882
（－9.0）

－0.115
（－6.4）

費用（円）
－0.00256
（－8.2）

－0.00516
（－3.2）

－0.00304
（－5.2）

－0.00207
（－2.4）

高低差（m） 自転車
－0.0188
（－8.7）

－0.0230
（－3.3）

－0.0247
（－5.1）

－0.0583
（－5.6）

ln
（バス本数/日） バス

0.293
（12.9）

0.297
（ 2.9）

0.251
（ 5.7）

0.203
（ 2.7）

定数項

自転車
アクセス

－4.235
（－71.3）

－3.765
（－16.6）

－3.848
（－29.8）

－4.055
（－19.9）

自転車
イグレス

－7.232
（－75.2）

－7.234
（－20.9）

－7.843
（－25.7）

－8.205
（－15.2）

乗用車（送迎）
アクセス

－6.445
（－31.8）

－5.411
（－8.0）

－5.544
（－17.9）

－5.427
（－12.7）

乗用車（送迎）
イグレス

－6.865
（－32.6）

－6.973
（－9.7）

－5.463
（－18.4）

－5.288
（－12.9）

バス
－6.801
（－50.4）

－6.893
（－12.0）

－5.825
（－23.4）

－5.764
（－14.2）

尤度比 0.741 0.699 0.682 0.721
サンプル数 45,345 2,858 8,568 3,776
的中率 88.1% 85.6% 85.9% 87.6%

平成22年大都市交通センサスにより推計，（  ）内はt値
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A Study on Integrated Fares Considering Each Operator’s Financially Difference in Urban Railway in Japan 

By Yoshimasa KITANO

Tokyo has one of the most high-density railway networks in the world. However, fare systems of urban railway are 

separated by operators and not integrated. Passengers must pay each boarding fare to each operator when they transfer 

trains. Some passengers use detour route. In this study, integrated distance based fare system is proposed. Before 

proposition, some solutions in other cities are examined and compared. In addition, the proposition is assessed. One of 

important findings is proposed fare system improves social and consumer surplus. 

Key Words : �urban railways, fare system, integrated fares


